
山梨県介助用自動車購入等助成事業事務取扱要領
第１　趣旨　
この事業の実施に当たっては、「山梨県介助用自動車購入等助成事業実施要綱」（以下「要綱」という。）によるほか、この要領に定めるところにより取り扱うものとする。
第２　助成対象者
　１　車いす等を使用する者とは、車いす、電動車いす、ストレッチャーを使用する者とする。
２　要綱第３条で規定する世帯の主たる生計維持者とは、その世帯の最多所得者とする。
　３　身体障害者手帳の１級又は２級とは、身体障害者障害程度等級表による総合等級とし、下肢機能障害又は体幹機能障害を有することとする。
　４　要綱第３条第１項第２号で規定する「障害老人の日常生活自立度（寝たきり度）判定基準ランクＢ又はランクＣに該当する６５歳以上の者とは、市町村の保健師等の判定により市町村が認めた者とする。
　５　要綱第３条第１項第３号で規定する、生計を一にする者とは、障害者と収入及び支出を共同して日常生活を営み、かつ同一家屋に起居している者とする。
第３　助成対象事業
　１　要綱第４条第１項第１号で規定する自動車を改造する事業については、新車及び中古車を対象車輌とする。
　２　要綱第４条第１項第２号で規定する既に改造された自動車の購入については、新車を対象車輌とする。
第４　助成対象経費
　１　助成対象となる改造については、改造の経費にかかる消費税が非課税の場合とする。
　２　要綱第５条第２項で規定する改造のない同型車輌購入費との差額部分とは、車輌本体価格（定価）での差額とし、値引き及び消費税は含めないものとする。
第５　併給禁止
　１　要綱第７条で規定している併給禁止については、山梨県身体障害者用自動車改造助成金（町村の場合）及び各市身体障害者用自動車改造助成金（市の場合）を受けた対象車輌及び助成対象者にこの事業の助成金の給付を禁止するものである。
　　　ただし、障害者が生計を一にする要介助者（障害者）のためにする改造等、特別な事情によりやむを得ないと認めた場合は、この限りでない。
附則
１　「山梨県介助用自動車購入等助成事業実施要綱における用語の解説について」は廃止する。
２　この要領は、平成１４年３月１日から適用する。
